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溶岩流対策に係る土砂管理手法の
運用実態等に関する調査参加報告

藤
と う

平
へ い

 大
まさる

（一財）砂防・地すべり技術センター 企画部 国際課長
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訪 問 先：�米国ハワイ州危機管理局
（HI-EMA）、ハワイ郡市民
防衛局、米国地質調査所
（USGS）ハワイ観測所
（HVO）、レイラニ・エス
テート外（現地視察及び
住民ヒアリングを実施）

3．ハワイ島概要
ハワイ諸島は、ホットスポットに

よる火山形成とプレート移動によっ
て成立しています。このうち、ハワ
イ島は、現在のホットスポット上に
位置し、諸島内で最も新しく、かつ
最大の面積を有しており、“Big 
Island”の愛称でも親しまれていま
す。また、島内で最も高いマウナ・
ロア山の標高は4,000mを超えま
す。島内人口は約20万人です。

4．�ハワイ島火山における溶
岩流の特性

噴火口の位置、流出ボリューム、
流下方向を噴火前に事前に精密に予
測することは難しいと考えられます。
ただし、火山性地震、地盤の膨張等
から、大まかな位置、規模、時期を
ある程度予測することは可能である
ようです。
溶岩流は、化学組成や温度により

型が決まります。流下の過程で、空
気や地面に触れて表面は冷やされる
と硬化されていきますが、高温を維
持した内部がその硬化した表面部を
破って流下するなど、非常に複雑な
挙動を示します。火口付近は流速が
速い（約20〜 30km/h）ものの、
その後の平坦地での速度は徒歩速度
よりもかなり遅いという特徴があり

知し、的確に住民が避難したことに
より、死者の発生しなかった貴重な
成功事例となりました。この経験は
我が国の溶岩流防災の参考となる教
訓を得られる場であると考えられま
す。そのため、観測調査や避難対策
について、火山防災のために行政が
（あるいは住民が）どのように認
識・対応したのかを明らかにするた
めに、行政機関及び住民に対してヒ
アリングと現地視察を実施すること
としました。本稿では、すでに報
告1）2）3）されている内容との重複を
極力避けて、記述したいと思います。

2．調査概要
調査日程：�令和2年2月16〜22日
参加機関：�国土交通省、土木研究

所、砂防学会（新潟大
学、北海道大学）、山梨
県富士山科学研究所、防
災科学技術研究所、砂
防・地すべり技術セン
ター、火山防災推進機構

1．はじめに
我が国では、歴史的には、たびた
び溶岩流災害が発生しています。火
山噴火により溶岩流が発生した際に
は、人命と社会資産を守るために何
ができるのか？何をすべきか？これ
らを整理し事前に備えておくことは
とても重要なことです。一方、近年
は、大規模溶岩流により社会資産に
大きな影響を与えるような経験をし
ていません。
ハワイ諸島は、火山噴出物等によ
り形成されています。その中でも米
国ハワイ島は、現在、マントル内の
上昇流の発生するホットスポットエ
リアに位置し、近年も噴火により大
量の溶岩流がたびたび流下していま
す。その中でも2018年の噴火で
は、住宅街（であるレイラニ・エス
テート（Leilani Estates））からも
火口が現れ、総流出量としては
200年に一度の規模の溶岩流であっ
たにもかかわらず、関係機関の連携
により溶岩流発生を予知・予測・認

図-1　ハワイ州概要地図
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ますので、火口から離れた平坦な箇
所であれば、溶岩流の到達状況を確
認しながら、歩いて避難することが
可能です。実際にそのような場所で
は、溶岩流発生後も数十年かけて街
（カラパナ）が復興してあるところ
もありました。

5．�ハワイ島の溶岩流危険地
域地図

USGSによってハワイ島の溶岩流
危険域地図が作成されています。ハ
ワイ島は全島が溶岩流によってでき
た島であり、安全といえる箇所はあ
りませんが、危険度に応じて全島土
が9段階に区分されています。最も
危険なゾーン1（濃赤色）は、新た
な噴火の際に火口となる蓋然性が極
めて高い火山山頂と亀裂帯に相当
し、ゾーン2（赤色）はそれに準じ
たゾーン1近傍と、順次、危険度ご
とに色分けされており、最も危険度
の低いゾーン9が、6万年前を最後
に噴火していないコハラ火山の影響
範囲になります。なお、後述する住
宅街（レイラニ・エステート）は
ゾーン1に位置しています。

6．�2018年溶岩流のあらまし
2018年の噴火では、2018年 
5月3日〜 9月5日にかけて噴火活
動が継続しました。最大の割れ目火
口である第8火口はじめ複数の火口
が、住宅街（レイラニ・エステー
ト）中で発生し、総計20箇所以上
の火口から流れ出た溶岩流により
700軒以上の住宅が被災する大きな
災害となりました。噴出率はおおむ
ね100m3/s（50 〜 300m3/s）、
流出総量約8億m3DRE（Dense 

Rock Equivalent：溶岩流換算量の
意）（キラウエア火山では過去200年
で最大規模であり、富士山貞観噴火

規模13億m3DREの6割程度）、約
35.5km2が溶岩流に覆われたと報
告4）されています。

写真-1　溶岩流の例1 写真-2　溶岩流の例2 写真-3　カラパナ近郊

図-2　�ハワイ島の溶岩流危険地域地図https://pubs.usgs.gov/mf/1992/2193/
mf2193.pdfに著者加筆
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図-3　�2018年にできた火口群（発生順に通し番号）と溶岩流流下範囲（朱色）（HVO提供）
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7．�行政機関における噴火活
動中の対応について

平時より、ハワイ郡とHVOは連
携・調整していたため、災害時に
は、迅速で円滑な情報交換を通じた
的確な行政判断に繋がったようで
す。HVOは噴火の2日前（5月1日）
に噴火発生の危険性を察知し、ハ
ワイ郡に伝達されたため、郡長は、
余裕を持って噴火対応をすること
ができたそうです。具体的には、
5月1日未明にかけての火山性地震
と地盤の膨張の様子から、プナ南部
（レイラニ・エステートを含む地域）
の亀裂帯において新たな噴火の恐れ
が高まった旨を住民に注意喚起する
などして、噴火時の緊急事態宣言後
の対応に備えたとのことです。
噴火時には、ハワイ郡のオペレー
ティングセンターにHVOを含む関
係機関が集結し、24時間体制で臨
機応変に対応していました（12時
間交代）。HVOでは、常時火山監視
をおこなっていますが、噴火直前か
らは、24時間体制でモニタリング
する体制に切り替え、人員も全米か
らの応援により、職員を大幅拡充
（30人→100人）しました。ドロー
ンによる調査が安全かつ効果的（毎
日3台を使い、24時間フライト）
であったほか、地上踏査する研究者
を複数配置等、火口と溶岩流の動態
を常時とは異なる充実させた体制で
観測し、溶岩流の現況を毎日更新し

て報告していました。
ホノルルにあるHI-EMAは、各郡

と米国緊急事態管理庁（FEMA）と
の連絡調整や緊急情報伝達、連邦軍
や州兵の支援派遣要請をおこなって
いたとのことです。例えば、VOG（火
山性スモッグ）が充満している中
で、安全な確保できる飛行高度を維
持できるヘリコプターは軍のみが所
有しており、十分な搭載量をもち緊
急時の避難や輸送に大いに役立った
とのことでした。
また州より、噴火活動中に対応し

てリスクコミュニケーション上の課
題と対応について、以下の点につい
てご教示いただきました。本稿のは
じめにも「総流出量としては200年
に一度の規模の溶岩流」とご紹介さ

せていただきましたが、このような
（正確な）情報から、全世界の一般
の方が受ける印象は左図のようなイ
メージであるということに気がつい
たということです。左図は誤りで、
実際の被害は右図の範囲です。溶岩
流やVOGの影響範囲を、市民や観
光客に適切な警告をおこなうことに
意を注いでいたのですが、世界的に
センセーショナルで概略的な報道が
された結果、ハワイ島内がすべて危
機的な状況にあると誤解を与え、観
光業に大きな影響を及ぼし始めたこ
とに気がつき、その後は、ハワイ島
の噴火の影響を受けていない地域に
ついての情報も誤解されないよう報
道することに留意されたとのこと
です。

写真-4　� レイラニ・エステート 第24 火口付近 
（後方に2018年の溶岩流の直撃を免れた住宅街と手前
に溶岩流に被覆された旧住宅街）

写真-5　�2018年噴火では最大規模火口である第8火口クレー
タ（⻑辺直径約100m）

図-4　�HI-EMAのプレゼンテーション資料より（左図は誤り、右図が実際の被害範囲の
イメージ）
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8．被災後の土地と住民
住民のお話によると、レイラニ・
エステート（2018）の溶岩流被災
地では、国立公園化の構想が検討さ
れているようです。地権者には、被
災前の評価額での土地収用の打診が
おこなわれているようでした。レイ
ラニ・エステートは最も危険なゾー
ン1に相当するため、噴火の発生予
測が失敗した場合には人的損失を生
じる恐れが極めて高いことから、近
年では土地利用の抑制が州の方針で
はあったのですが、すでに街区整備
のされた箇所でもあったため、従前
の移転は進んでいませんでした。今
回の災害をきっかけに、具体的な対
応が進められつつあるようです。現
地では、住民の方に火口の案内をし
ていただく対価として、寄付を求め
られました。観光資源としての溶岩
流の価値を認識しておられることが
印象的でした。カルパナ（2010年
溶岩流被災地）では、すでに溶岩流
の上に再居住される方々のお話を伺
うことができました。インタビュー
を受けていただいた方によると、ご
自身は溶岩流の写真家でもあり、溶
岩流が好きでリスクを認識した上で
居住し、ひとたび被災したが再建し
た旨のお話を伺いました。再建に当

たっては、雨水利用や太陽光発電、
公道までのアクセス道路を自ら整備
したとのことです。カルパナ地区は
レベル2に相当します。火口から流
下する溶岩流の到達までに一定の時
間を要するため、レベル1よりも避
難は容易ではあります。

9．�2018噴火時に行政によ
る溶岩流対策施設整備を
選択しなかった経緯につ
いて

お話を伺ったいずれの機関（HI-
EMA、ハワイ郡市民保護局、HVO）
においても、2018年度溶岩流に対
する行政機関による噴火活動中の対
策工事がなされたことはなく、今後
の計画もない、とのことでした。
ハワイ郡Kim郡長によると、自身も

執筆に参加した国連報告書̒ Volcanic 
Emergency Management 1̓985
の発刊以来、基本的な考え方は変
わっていないとのことです。同書に
は噴火時に実施される溶岩流対策と
して、過去には、爆破、導流堤、放
水冷却など実施されたが、効果は一
時的で限定的なものであり、最終的
な溶岩流総量に対しては無力であっ
たと総括されています。一方、電力
事業者のような私企業が、自らの電

柱を保全するための保護工を設置す
るような対策はなされることは
2018年にもあったとのことでした。
行政側が対策を躊躇する大きな理

由の一つが、噴火最中には、その後
の外力（物性、総量、噴出レートな
ど）を確定することが困難であるこ
とでした。想定される最悪のケース
は、対策施設を整備したことによ
り、結果として、無施工であれば被
害を免れた箇所が溶岩流の被害を受
けてしまうリスクが考えられ、訴訟
リスクを考えると選択できないと考
えをいただきました。また、費用対
効果が十分でない場合や、ハワイで
は、古くから住民から続く信仰によ
ると、溶岩流の化身である女神ペレ
を制御することは不遜であるとの考
えから、溶岩流に対して対策工事を
おこなうという行為そのものに否定
的な文化的側面があることをあげて
おられました。これらの認識は、お
話を伺った各機関及びヒアリング住
民3名ともに共通した見解でした。 

10．まとめ
ハワイ州、特にハワイ郡において

は、HVOと密接な連携を図って噴
火予測と噴火後の溶岩流の移動実態
把握が迅速におこなわれていました。

写真-6　�Kim郡長よりご提供いただいた国
連報告書ʻVolcanic Emergency 
Managementʼ1985表紙

写真-7　ハワイ郡訪問ミーティング（Kim郡長のスピーチ中）
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特に人的犠牲者を大きく軽減する上
で重要な局面は、レイラニ・エス
テートという住宅街に生じた第8火
口が出現する可能性を観測により事
前にHVOが察知し、それを受けて
郡長が住民の避難をすみやかに指
示、実行したオペレーションにあっ
たと思います。我が国においても、
溶岩流を伴う噴火の事前察知と避難
の徹底が溶岩流による人的被害軽減
は極めて重要であることを示唆する
ものであったと思います。
ハワイ州、ハワイ郡と各研究機関
では、日頃から、津波や溶岩流等の
様々な災害シナリオを想定した危機
管理時のブレーンストーミングを実

施しているとのことです。例えば、
ハワイ郡の場合で複数の溶岩流ルー
トによって住民や観光客が孤立して
しまう様な場所はどこか、そのとき
の救助オペレーションとして、選択
できる運搬手段は何か、そのために
確保しておくべき資材は何か、必要
なドリル（訓練）は何かなど、平時
から、フランクな形で話し合える場
が設けられているとのことでした。
我が国でも、このような行政と研究
機関が一同に会したブレーンストー
ミングを通じて、すみやかな安全な
避難の実施のために取り組むことが
重要であると感じました。
最後に、ハワイ州、ハワイ郡、HVO

やヒアリングにご協力いただいた地
元の方に感謝申し上げます。本稿の
一部が、今後の火山防災の参考にな
れば幸いです。
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2019年

10月4日
韓国 土石流 台風18号により韓国南部で1時間に100ミリ、土石流災害、12人死亡・3人行方不明。 

10月13日 エチオピア 地すべり
エチオピア南部コンタで10月13日、地すべりが発生し、22人が死亡した。豪雨が
10時間にわたって続いた後に地すべりが起き、住宅を押し流した。現場は山岳地帯
で周期的に地すべりが発生している。
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